介護職員等特定処遇改善加算の届出に係るチェックシート（令和元年度版）
	事業者（法人）の名称
	

	事業者（法人）の所在地
	

	担当者連絡先
	職氏名
	
	電話番号
	

	チ　ェ　ッ　ク　項　目
	ﾁｪｯｸ

	介護職員等特定処遇改善加算届出書（参考様式１又は参考様式２）

	
	事業所単位で計画書を作成する場合は、参考様式１に記載しているか。

複数の事業所等について、一括して計画書を作成する場合は、参考様式２に記載しているか。
	

	
	届出するサービスに対象外のものが含まれていないか。
【加算対象外】

（介護予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）福祉用具貸与、特定（介護予防）福祉用具販売、（介護予防）居宅療養管理指導、居宅介護支援、介護予防支援
	

	
	介護職員等特定処遇改善計画書は添付されているか。
	

	介護職員等特定処遇改善計画書

	
	算定する加算の区分は記載されているか。

※法人が一括して作成し、届け出る場合であって、届け出る事業所等の加算の算定区分が異なる場合はⅠ及びⅡ両方を記載しているか。
	

	
	介護職員等特定処遇改善加算算定開始時点の介護職員処遇改善加算の算定区分は記載されているか。
	

	
	介護職員等特定処遇改善加算算定開始時点のサービス提供体制強化加算等の取得状況（取得種別）は記載されているか。
	

	
	介護職員等特定処遇改善加算算定対象月は記載されているか。
	

	
	⑤に当該年度の加算見込額（総額）が記載されているか。
【加算見込額の計算方法】

介護職員処遇改善加算を除く介護報酬総単位数（見込数）×サービス別加算率（厚生労働省老健局長通知別紙１表１・１単位未満の端数四捨五入）×１単位の単価（１円未満の端数切り捨て）
	

	
	賃金改善の見込額（総額）が加算見込額（総額）を上回っているか。
	

	
	⑥に、賃金改善を行った場合の賃金の総額（見込額）及び初めて加算を取得する月の前年度の賃金の総額が記載されているか。
	

	
	＜⑦は合理的な理由により設定できない場合を除き、必ず記載。合理的な理由により「経験・技能のある介護職員」のグループを設定できない場合は、各項目は「0」と記載すること。＞
⑦に、以下の内容について記載されているか。

・「経験・技能のある介護職員」のグループにおける平均賃金改善額、賃金改善対象人数が記載されているか。

・「経験・技能のある介護職員」のグループにおける賃金改善を行った場合の賃金の総額（見込額）及び初めて加算を取得する月の前年度の賃金の総額、当該事業所における経験・技能のある介護職員の人数が記載されているか。

・賃金改善対象者のうち、月額８万円の改善又は改善後の賃金が年額440万円以上となる者の人数が記載されているか。

平均賃金改善額＝「経験・技能のある介護職員」に対する賃金改善額の総額／常勤換算方法で算出した「経験・技能のある介護職員」の人数
	

	
	＜⑧は他の介護職員に賃金改善を行う場合に記載。他の介護職員に対し、賃金改善を行わない場合は各項目は「0」と記載すること。＞

⑧に、以下の内容について記載されているか。
・「他の介護職員」のグループにおける平均賃金改善額、賃金改善対象人数が記載されているか。

・「他の介護職員」のグループにおける賃金改善を行った場合の賃金の総額（見込額）及び初めて加算を取得する月の前年度の賃金の総額、当該事業所における他の介護職員の人数が記載されているか。

平均賃金改善額＝「他の介護職員」に対する賃金改善額の総額／常勤換算方法で算出した「他の介護職員」の人数
	

	
	＜⑨はその他の職種の職員に賃金改善を行う場合に記載。その他の職種の職員に対し、賃金改善を行わない場合は各項目は「0」と記載すること。＞
⑨に、以下の内容について記載されているか。
・「その他の職種の職員」のグループにおける平均賃金改善額、賃金改善対象人数が記載されているか。

・「その他の職種の職員」のグループにおける賃金改善を行った場合の賃金の総額（見込額）及び初めて加算を取得する月の前年度の賃金の総額、当該事業所における「その他の職種の職員」の人数が記載されているか。

・その他の職種の職員のうち、賃金改善後の賃金が最も高額な者の賃金（見込額）が記載されているか。→年額で記載すること。また、年額４４０万円を超えていないこと。
平均賃金改善額＝「その他の職種の職員」に対する賃金改善額の総額／常勤換算方法により算出した又は実人員数による「その他の職種の職員」の人数
	

	
	賃金改善実施期間が正しく記載されているか。
【賃金改善実施期間】

　原則として、４月から翌年３月まで（２０１９年度にあっては、１０月から翌年３月まで）

　年度途中で加算を算定する場合は、当該加算を算定した月から（翌年の）３月まで。

※賃金改善実施期間の月数は、加算の対象月数を超えてはならない。

※賃金改善に支障がある場合は、次のいずれかの期間で設定可能。

（２０１９年度にあっては、）１１月から翌年4月まで／１２月から翌年5月まで／１月から翌年6月まで
※２０１９年度においては、以下の取扱いも可
給与体系等の見直しの時期が年に１回である事業所等において、既に年度当初に介護職員等特

定処遇改善加算の賃金改善額の配分要件を満たしている賃金改善を行っている場合は、１０月より以前からの賃金改善実施開始時期について、設定することも可能。
	

	
	平均賃金改善額について、以下のいずれかの要件を満たしているか

・「経験・技能のある介護職員」の平均賃金改善額≧「他の介護職員」の平均賃金改善額×２かつ、原則として、「他の介護職員」の平均賃金改善額≧「その他の職種の職員」の平均賃金改善額×２となること。
・「他の介護職員」のグループを設定せず、「経験・技能のある介護職員」と「その他の職種の職員」のグループのみ設定し、賃金改善を行う場合は、「経験・技能のある介護職員」の平均賃金改善額≧「その他の職種の職員」の平均賃金改善額×４となること。
	

	
	「経験・技能のある介護職員」の基準設定の考え方又は、「経験・技能のある介護職員」の基準を設定できない合理的な理由が記載されているか。
	

	
	※該当する場合のみ記載
経験・技能のある介護職員のうち１人以上（複数の事業所等について、一括して届出する場合は、事業所等の数に応じた人数以上）に対する月額８万円の改善又は改善後の賃金が年額440万円以上となるように賃金改善を行うことが困難である合理的な理由が記載されているか。
	

	
	賃金改善を行う賃金項目（増額若しくは新設した又はする予定である給与の項目の種類（基本給、手当、賞与等）等）が可能な限り具体的に記載されているか。　※退職手当は不可
	

	
	賃金改善の実施時期が可能な限り具体的に記載されているか。
	

	
	賃金改善の対象職員が可能な限り具体的に記載されているか。
	

	
	一人当たりの平均賃金改善見込額が可能な限り具体的に記載しているか。
	

	
	介護職員処遇改善加算算定に係る介護職員処遇改善計画の届出において提出されている就業規則より、職員の処遇に関する内容に変更があった場合は、その変更内容の概要について、記載しているか（就業規則等の添付は不要）。
	

	
	複数の事業所等について、一括して提出する場合、別紙様式２（添付書類１）、別紙様式２（添付書類２）及び別紙様式２（添付書類３）が添付されているか。
	

	
	賃金水準を比較するに当たっては、初めて介護職員等特定処遇改善加算を算定する月の属する年度の前年度の賃金を水準として行っているか。
	

	
	賃金改善額の算出にあたっては、今回の賃金改善実施期間の職員の人数と比較時点の職員の人数が同じ人数となっているか。
	

	
	＜職場環境等要件について＞

・平成２０年１０月から現在までに実施した全ての事項について、○が記載されているか。
・「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」及び「その他」の区分ごとに１つ以上の記載があるか。

	

	
	＜見える化要件について＞

※２０１９年度においては、実施又は２０２０年度に実施を予定している場合のみ記載

実施している（又は実施予定の）周知方法について、○をつけること。

なお、2020年度から実施予定である場合には、併せて「予定」に○をつけること。
	

	
	介護職員等特定処遇改善計画書を全ての職員に対し、周知した上で届出しているか。
周知を行っている旨の証明欄に、法人名、代表者職氏名を記載の上、法人代表者印を押印しているか。
	

	サービス提供体制強化加算等の算定状況について（参考様式３）

	
	・複数の介護サービス事業所等について、一括して提出する場合、介護職員等特定処遇改善計画
の対象とする事業所等のうち和歌山県の指定（許可）分について記載されているか。
・記載されている事業所等は、別紙様式２（添付書類１）に記載されている事業所等と同一か。
	

	介護給付費算定に係る体制等について

	
	介護給付費算定に係る体制等に関する届出書【別紙２】に必要事項が記載されているか。
	

	
	介護給付費算定に係る体制等状況一覧表【別紙１】又は【別紙１－２】に必要事項が記載されているか。
	


